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定期的なグループトレーニングが中高齢者の脈波伝搬速度に及ぼす影響
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目的 中高齢者を対象に，自治体で主催されるグループトレーニングを考案し，動脈スティフネス

の指標である脈波伝搬速度に及ぼす影響について明らかにしようとした。

対象と方法 対象者は86人の女性中高齢者であり，1 回90分間のグループトレーニングを週 2 回，

3 か月間実施する介入群（45人；69.8±7.2歳）と同期間に運動を実施しない対照群（41人；

68.9±7.3歳）とに無作為に分けた。グループトレーニングの内容は主にラバーチューブ，ダ

ンベルを用いた抵抗性運動と椅座位で音楽に合わせながら下肢中心の有酸素性運動で構成され

る内容であった。運動介入期間前後に血圧脈波検査装置を用いて，上腕収縮期，拡張期血圧，

および上腕―足の脈波伝播速度を計測した。また，起居能力，歩行能力，手腕作業能力，身辺

作業能力からなる生活体力テストも実施した。

結果 介入群および対照群の運動介入期間前後の収縮期血圧の変化率は－3.3±8.4％と1.7±7.9％
(P＜0.01），拡張期血圧の変化率は－4.3±7.8％と0.9±7.7％ (P＜0.01），および脈波伝搬速度

の変化率は－8.9±5.0％と0.2±5.4％ (P＜0.001）であり，両群間に有意な差が認められた。

また，起居能力の変化率は－11.0±11.4％と－2.0±10.7％ (P＜0.001），歩行能力の変化率は

－6.8±10.3％と－2.6±10.2％ (n.s.），手腕作業能力の変化率は－3.5±13.2％と－1.6±7.5％
(n.s.），および身辺作業能力の変化率は－7.6±15.2％と0.0±12.9％ (P＜0.05）であり，起居

能力および身辺作業能力について，両群間に有意な差が認められた。

結論 我々が考案したグループトレーニングは中高齢者女性の血圧，脈波伝搬速度の改善および起

居能力，身辺作業能力といった基本的動作能力の改善に有用であることが示された。

Key words：脈派伝播速度，中高齢者，生活体力，グループトレーニング

Ⅰ 緒 言

わが国の2006年の全死因に占める死因別死亡の割

合は心疾患および脳血管疾患で27.7％であり，悪性

新生物による死亡の割合（30.4％）と同等である1)。

三輪ら2)は，今後さらに人口の年齢構成の高齢化に

伴い，循環器疾患の代表である脳血管疾患死亡数が

増加していくことを予想している。脳血管疾患は，

その後遺症により心身の自立障害および生活の質

（QOL）の低下に影響を及ぼすために，中高齢者の

心身の自立および QOL の向上のためにも，動脈機

能の低下を予防することは重要である。

動脈は加齢にともない，エラスチンの変性，コ

ラーゲン濃度の増加，血管平滑筋の肥厚などの器

質・構造変化，血管内皮細胞での一酸化窒素（NO）

産生能の低下などの機能変化により動脈の伸展性が

低下し，収縮期血圧および脈圧が増大する3～5)。こ

のような動脈の伸展性の加齢にともなう変化は，左

心室後負荷の増大，左心室肥大などをもたらし，高

齢者の循環器疾患のリスクを高めている。これまで

に，定期的な持久的運動を実施することで，呼吸循

環器系機能の改善のみならず，動脈コンプライアン

ス，動脈スティフネスといった動脈機能の改善も報

告されている6～10)。このように循環器疾患のリスク

を減少させる上で，中高齢期における運動の重要性

が示されている。

近年，循環器疾患のリスクの軽減，生活習慣病の

予防などの観点から，自治体による中高齢者を対象

とした健康づくり事業が盛んに実施されている。こ

のような事業では，参加者が多数のために，個人が

個々に運動するのではなく，集団で運動するグルー

プトレーニングという形態がとられる場合が多い。

しかし，運動プログラム，期間，頻度などは多様で

あり，短期的なグループトレーニングが中高齢者の
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図１ 対象者の募集からト運動介入期間終了までのフローチャート

272 第57巻 日本公衛誌 第 4 号 2010年 4 月15日

動脈機能に及ぼす影響については十分に検討されて

いない。2008年度より，特定健康診査・特定保健指

導が開始されたために，健康づくりに関わる運動指

導 者 ， 保 健 師 ら は Evidence Based Healthcare
(EBH）に基づき，科学的根拠に基づいた健康維

持・増進のための事業を展開する重要性が一段と高

まると考えられる。

そこで本研究では，介護予防，ヘルスアップ事業

等で実施可能なグループトレーニング形式の運動介

入プログラムを考案し，中高齢者の動脈スティフネ

スの指標である脈波伝搬速度に及ぼす影響について

明らかにしようとした。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 対象者

本研究の対象者は，徳島県内の自治体が2006年 1
月から2007年12月にかけて 4 期に分けて実施した

「介護予防」あるいは「ヘルスアップ」事業に自主

的に参加した60歳以上の在宅自立中高齢者193人
（男性21人，女性172人）であった。募集は市，町の

広報誌，募集用チラシを配布することによって一般

市民から自主的に参加を募り，降圧剤の服用者，高

血圧治療ガイドライン11)によるⅠ度高血圧以上の者

（収縮期/拡張期血圧が 140 mmHg / 90 mmHg 以

上），過去 5 年間に喫煙歴のある者（毎日，もしく

は時々吸っている）の 3 条件のうち，いずれか 1 つ

以上の項目に該当する98人（男性16人，女性82人）

を除外した。また，募集の際には，心疾患，膝・腰

などの整形外科疾患の既往，医師による運動制限の

ない者という募集条件を文面にて伝えた。その結

果，応募者193人の内，除外者98人を除く95人が対

象者となった。対象者は無作為に介入群（男性 3
人，女性49人）および対照群（男性 2 人，女性41人）

に分けられた。さらに，運動介入期間中に運動器障

害，あるいは疾病により運動を中断した者（男性 3
人，女性 4 人），疾病により介入期間後の測定を撤

回した者（男性 2 人）を除く，介入群45人（平均年

齢69.8±7.2歳）および対照群41人（68.9±7.3歳）

の女性中高齢者が解析対象者となった。募集から運

動介入期間終了までのフローチャートは図 1 に示す

とおりである。

本研究は徳島大学総合科学部人間科学分野におけ

る研究倫理委員会の承諾を得たものであり，対象者

には事前に文書および口頭にて研究の内容・趣旨，

参加の拒否・撤回・中断などについて説明し，承諾

を得た後に研究を開始した。また，除外者，対照群

の中高齢者は，観察期間終了後，介入群と同様の運

動プログラムを実施した。

2. グループトレーニング（集団運動指導）

介入群の対象者は 1 回当たり90分間の運動プログ

ラムを週に 2 回の頻度で12週間実施した。本研究で

我々が考案した運動プログラムは，◯１ストレッチン

グ，◯２レクリエーション，◯３ラバーチューブ，軽量

ダンベルを用いた抵抗性運動，および◯４座位での有
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表１ 12週間の運動介入時に実施した主な運動

形 式 運動内容 体位
使用
器具 運動量

抵抗性
運動

フロントレイズ 立 ラ/ダ 10–20回
ラテラルレイズ 立 ラ/ダ 10–20回
オーバーヘッドプ
レス

立/座 ラ/ダ 10–20回

エルボーフレクシ
ョン

立/座 ラ 10–20回

チェストプレス 立/座 ラ/ダ 10–20回
サイドベンド 立 ラ/ダ 10–20回
ヒップフレクション 立 ラ 左右交互に計

10–16回
ヒップエクステン
ション

立 ラ 左右交互に計
10–16回

ニーフレクション 座 ラ 左右交互に計
10–16回

ニーエクステンシ
ョン

座 ラ 左右交互に計
10–16回

レッグプレス 座 ラ 左右交互に計
10–16回

フロントランジ 立 ラ/ダ 左右交互に計
10–16回

ラテラルランジ 立 ラ/ダ 左右交互に計
10–16回

スクワット 立 ラ/ダ 10–20回
C–Exer 股関節の屈曲 座 椅子 左右交互に 8 回

股関節の内転・外転 座 椅子 左右同時に 4 回

膝関節の伸展・屈曲 座 椅子 左右交互に 8 回

足関節の底屈・背屈 座 椅子 左右同時に 8 回

C–Exer; chair based exercise，立；立位，座；座位，ラ；ラ

バーチューブ，ダ；ダンベル
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酸素性運動（C–Exer: chair based exercise）で構成さ

れ，これまでに紹介されている高齢者向けの介護予

防のための運動12～14)を参考に考案した。

抵抗性運動に関して，最初の 4 週間は正しいフ

ォームの獲得に焦点をあて，表 1 に示したラバーチ

ューブ（強度シンもしくはミディアム），ダンベル

（500もしくは750 g）を用いた運動をそれぞれ 6～8
種類選択し，1 回につき10～15回の反復を 1～2 セ

ット実施させた。その後，5 週目以降は，これらの

抵抗性運動をサーキット形式で実施させた。このト

レーニングは 6～8 か所のステーションからなり，

各ステーションでラバーチューブあるいはダンベル

を用いた抵抗性運動を12～15回，これらをサーキッ

ト形式で 3～4 周繰り返す内容であった。各ステー

ション間の移動は普通歩行もしくは膝を高く上げる

腿上げ歩行とした。なお，サーキット形式のトレー

ニングの所要時間は30～40分間であった。本形式の

トレーニングは全ての対象者が同様に実施したが，

運動時に膝，腰等に痛みを感じた対象者に対しては

座位姿勢で，また，ラバーチューブ，ダンベルを用

いない抵抗なしの状態で運動するように随時指示し

た。したがって，介入群の全ての対象者が同じ運動

量にはならなかった。

C–Exer は椅座位姿勢で表 1 に示した運動を 3～4
種類選択し，4 拍子の音楽のリズムに合わせながら

15～20分間，連続的に繰り返させた。

トレーニング時の運動強度を把握するために10～
12週目に心拍メモリー装置（PE400 Polar 社製）を

用いて，サーキットトレーニングおよび C–Exer 時
の心拍数を測定し，年齢から推定した最大心拍数に

対する相対値（％HRmax）を算出した。その結果，

サーキットトレーニングおよび C–Exer 時の心拍数

はそれぞれ毎分 103.9± 7.0拍， 114.3± 6.2拍，

％HRmax はそれぞれ67.3±3.9％, 74.6±5.3％であ

った。

なお，本研究で実施したグループトレーニング

は，地域の公民館，コミュニティーセンターなどの

ホールを利用し，1 回につき10～20人を対象に実施

した。運動の指導は，健康運動指導士もしくは保健

体育の教員免許取得者が担当し，その他に常時 2～

3 人の看護師，保健師が指導の補助および対象者の

血圧測定などの健康管理を担当した。

3. 測定項目

血圧脈波検査装置（BP–203RPE オムロンコーリ

ン株式会社製）を用いて，上腕収縮期，拡張期血

圧，および上腕から足の脈波伝播速度を，介入期間

前後に計測した。対象者は食後 3 時間以上経過した

後に，室温が調整された部屋（23～25°C）にて約20
分間の仰臥位安静後に，同姿勢時の心音図，心電

図，脈波および四肢血圧の測定を実施した。測定時

間は対象者ごとに随時異なったが，介入期間前後で

はほぼ同一時間に測定した。

血圧脈波検査装置は動脈の伸展性（硬化状態）を

非侵襲的に測定することが可能である15,16)。両上腕

および両足首に血圧測定用のカフを巻き，カフ内の

容積脈波から両上腕と両足首の脈波を獲得すること

ができる。これらの上腕および足首の脈波から立ち

上がり時間の差（DT）を測定し，身長から求めた

大動脈弁口から足首までの長さ（La），大動脈弁口

から上腕までの長さ（Lb），をそれぞれ求め，以下

に示す式から baPWV を算出した。

脈波伝搬速度＝(La－Lb)/DT
収縮期血圧，拡張期血圧および脈波伝搬速度の測

定は 2 回繰り返し，2 回目の左側の測定値を解析対

象とした。また，全ての対象者の足首と上腕の収縮

期血圧比は0.9から1.3の正常範囲内であり，円背の

症状も認められなかった。測定はすべて同一験者が

実施し，測定実施前に成人男性14人を対象に脈波伝

搬速度を 2 日以上の間隔をあけて 2 回計測したとこ

ろ，1 回目が1511±127 cm･sec－1，2 回目が1516±
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表２ 解析対象者の身体的特性

介入群
n＝45

対照群
n＝41

年齢（歳) 69.8±7.2 68.9±7.3
身長（cm) 151.6±5.4 151.4±5.0
体重（kg) 54.9±7.2 54.2±2.8
BMI（kg/m2) 23.3±2.9 23.3±2.8

値は平均値±標準偏差

表３ 運動介入前後の収縮期血圧，拡張期血圧，脈

波伝搬速度および心拍数の変化

介入群
n＝45

対照群
n＝41

収縮期血圧 前(mmHg) 123.2±13.6 124.5±13.1
後(mmHg) 118.8±14.3 126.3±14.0
変化率(％) －3.3±8.4** 1.7±7.9

拡張期血圧 前(mmHg) 73.0±9.3 72.5±8.9
後(mmHg) 69.6±8.4 72.8±8.0
変化率(％) －4.3±7.8** 0.9±7.7

脈波伝搬
速度

前(cm･sec－1) 1584.2±194.3 1569.1±218.6
後(cm･sec－1) 1441.4±182.2 1569.3±217.8
変化率（％) －8.9±5.0*** 0.2±5.4

心拍数 前(b･min－1) 69.8±6.2 68.4±7.5
後(b･min－1) 69.5±5.6 68.4±7.1
変化率(％) －0.4±4.8 0.2±5.1

値は平均値±標準偏差

** (P＜0.01), *** (P＜0.001)：コントロール群と有意な差

表４ 運動介入前後の生活体力の変化

介入群
n＝45

対照群
n＝41

起居能力 前（秒) 6.2±2.1 6.1±2.1
後（秒) 5.5±1.1 6.0±2.1
変化率（％) －11.0±11.4*** －2.0±10.7

歩行能力 前（秒) 7.9±1.6 7.8±1.8
後（秒) 7.3±1.4 7.6±2.1
変化率（％) －6.8±10.3 －2.6±10.2

手腕作業
能力

前（秒) 33.8±4.7 33.3±4.6
後（秒) 32.6±5.8 32.7±4.8
変化率（％) －3.5±13.2 －1.6±7.5

身辺作業
能力

前（秒) 7.7±2.0 7.1±1.4
後（秒) 7.0±1.6 7.1±1.3
変化率（％) －7.6±15.2* 0.0±12.9

値は平均値±標準偏差

*(P＜0.05), *** (P＜0.001)：コントロール群と有意な差
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128 cm･sec－1 であり，両測定間の相関係数は0.984
(P＜0.001）であった。

対象者の日常生活の動作能力を評価するために運

動介入前後に起居能力，歩行能力，手腕作業能力，

および身辺作業能力で構成される生活体力テスト

（財・明治安田厚生事業団体力研究所 考案)17,18)を

実施した。起居能力は仰臥位姿勢から立ち上がり，

その後，椅子に座って再び立ち上がるという一連の

動作をできる限り速く実施し，その所要時間を評価

指標とした。歩行能力は10 m 歩行路の 2 m 毎に中

心線から50 cm 離れて左右 2 か所ずつの方向変換点

が設置されたジグザグ歩行コースをできる限り速く

歩き，その所要時間を評価指標とした。手腕作業能

力は手腕作業検査盤を用いて，ボード上に設置され

たペグを 2 本ずつ両手で同時に別の穴へ差し移し，

48本全てのペグを移しかえるまでの所要時間を評価

指標とした。身辺作業能力は水平横に挙げた指先か

ら対側の肩峰点までの長さに相当するロープの両端

を握り，立位でそのロープを片足ずつ踏み越え，そ

の後，背側から頭上を通って再び体の前面に戻すと

いう動作をできるだけ速く 3 回繰り返し，その所要

時間を評価指標とした。

4. 統計処理

本研究の結果はすべて平均値および標準偏差で示

した。運動介入期間前の初期値の群間比較は対応の

ない t-検定を用いた。運動介入の効果を検討するた

めに，運動介入前後の各測定項目の変化率［（トレー

ニング後－トレーニング前)/トレーニング前×100］
を算出し，これを従属変数とし，独立変数は介入の

有無として，調整変数に年齢を投入した共分散分析

を行った。なお，測定項目の変化率が「－」である

ことは改善方向を意味する。また，危険率は 5％未

満を有意水準として採用した。

Ⅲ 研 究 結 果

1. ベースライン

解析対象者について，ベースライン時の身体的特

性については表 2 に示すとおりであり，年齢，身

長，体重および BMI について両群間に有意な差は

認められなかった。

2. 運動介入による血圧，脈波伝搬速度および心

拍数の変化

運動介入前後の収縮期血圧，拡張期血圧，脈波伝

搬速度および心拍数の変化率については表 3 に示す

とおりである。介入群および対照群の収縮期血圧の

変化率はそれぞれ－3.3±8.4％，1.7±7.9％，拡張

期血圧の変化率はそれぞれ－4.3±7.8％，0.9±
7.7％，脈波伝搬速度の変化率はそれぞれ－8.9±
5.0％，0.2±5.4％，心拍数の変化率はそれぞれ

－0.4±4.8％，0.2±5.1％であり，収縮期・拡張期

血圧および脈波伝搬速度について両群間に有意な差

が認められた。

3. 運動介入による生活体力の変化

運動介入前後での生活体力の変化については表 4
に示すとおりである。介入群および対照群の起居能
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力の変化率はそれぞれ－11.0±11.4％，－2.0±
10.7％，歩行能力の変化率はそれぞれ－ 6.8±
10.3％，－2.6±10.2％，手腕作業能力の変化率はそ

れぞれ－3.5±13.2％，－1.6±7.5％，身辺作業能力

の変化率はそれぞれ－7.6±15.2％，0.0±12.9％で

あり，起居能力および身辺作業能力の変化率につい

て両群間に有意な差が認められた。

Ⅳ 考 察

本研究は中高齢女性を対象にして，介護予防，ヘ

ルスアップ事業などで実施可能なラバーチューブ，

軽量ダンベルを用いたサーキット形式の抵抗性運動

および椅座位での有酸素性運動で主に構成される運

動プログラムを考案し，その有用性を検討した。そ

の結果，週 2 回の頻度で12週間のグループトレーニ

ングを実施することで，脈波伝搬速度，収縮期血

圧，拡張期血圧の改善および起居能力および身辺作

業能力の改善がそれぞれ認められた。

本研究で得られた重要な所見の一つ目は，我々が

考案した運動プログラムを中高齢者が実施すること

で，収縮期血圧，拡張期血圧および脈波伝搬速度の

低下率が対照群と比較して有意に改善した点である

（表 3）。これまでに 1RM の80％強度の抵抗性ト

レーニングを週に 3 回の頻度で 4 週間実施すること

で，動脈コンプライアンスの低下，つまり動脈機能

の低下が認められている19)が，10RMの30％の低強

度の抵抗性運動をサーキット形式で週に 3 回の頻度

で 8 週間実施することで，脈波伝搬速度を改善する

ことが報告されている20)。一方，40～45分間の70～

75％HRmax の歩行/ジョギングなどの有酸素性運動

を週に 4～6 回の頻度で12週間実施すること9)で，

また，1RM の80％強度の抵抗性トレーニングに

60％HRmax 強度の30分間の有酸素性運動を加えた

複合トレーニングを16週間実施すること21)で，動脈

機能の改善が報告されている。本研究では最大心拍

数の74.6±5.3％に相当する有酸素性運動である C-
Exer と軽量ダンベル，ラバーチューブを用いて運

動強度が低く設定されたサーキット形式の抵抗性ト

レーニングで構成される，中高齢者にとっては安全

性の高い運動プログラムを実施した。そのために，

運動時の血圧の上昇が抑えられ，これらを定期的に

実施することで，これまでの有酸素性運動トレーニ

ング，低強度のサーキット形式のトレーニングによ

る動脈機能の改善と同様の結果が生じたのではない

かと考えられる。

定期的なトレーニングによる収縮期血圧，拡張期

血圧および脈波伝搬速度の著しい改善の原因の一つ

として，動脈の機能因子が影響を及ぼす22～26)。

Maeda ら23)は，最大酸素摂取量の70％強度で60分
間の自転車こぎ運動を週に 3～4 回の頻度で 8 週間

トレーニングすることで，血管収縮物質であるエン

ドセリン－1 濃度の低下および血管拡張物質である

NO 濃度の増加を報告している。本研究で実施した

運動介入プログラムは，30～40分間のサーキット形

式の抵抗性運動，15～20分間の椅座位姿勢での C-
Exer で主に構成されている。サーキット形式の抵

抗性運動および C-Exer はいずれも休息を挟まずに

連続的に運動しており，有酸素性運動をシミュレー

ションしていると推察される。そのために，運動時

では血流量の増加にともなう血管壁への力学的刺激

（shear stress）が増加し，血管内膜を構成する内皮

細胞から NO を放出するといった一過性の変化が

週 2 回の頻度で12週間続き，この点が Maeda らの

報告23)と同様に動脈の機能因子の改善に変化をもた

らしたのではないかと考えられる。また，脈波伝搬

速度に大きな影響を及ぼす因子として，血圧，心拍

数などがある27)。本研究では対照群と比較して介入

群では，心拍数の変化率には有意な差が認められな

かったが，収縮期血圧，拡張期血圧の低下率に有意

な差が認められた。収縮期血圧，拡張期血圧，およ

び脈波伝搬速度の介入群の変化率はそれぞれ－3.3
±8.4％，－4.3±7.8％，－8.9±5.0％であり，運動

介入の影響が血圧よりも脈波伝搬速度に及ぼす影響

の方が大きいことが推察される。したがって，血圧

の変化は主に運動介入による動脈機能の改善による

影響が大きく，同様の運動プログラムを長期間継続

することで，一層，血圧の低下をもたらすと考えら

れる。

一方，定期的な運動介入による脈波伝搬速度の改

善には動脈壁の肥厚などの器質的変化，交感神経機

能活性などの影響も考えられるが，本研究ではこれ

らの点については検討していない。したがって，今

後は動脈の機能変化と同時に超音波エコー装置を用

いて総頸動脈の内膜中膜厚の計測，血管平滑筋への

自律神経機能などを測定評価することで，中高齢者

の動脈スティフネスが運動介入によって改善するメ

カニズムを検討する必要がある。

生活体力については，対照群と比較して介入群で

は，起居能力および身辺作業能力の改善率が有意に

大きいことが認められた。起居能力は「起きる」，

「立ち上がる」，「座る」，「横たわる」といった起居

動作に，歩行能力は「歩く」，「走る」といった移動

動作に，手腕作業能力は「調理」，「裁縫」，「掃除」

といった家事動作に，身辺作業能力は「更衣」，「入

浴」，「整容」といった身辺動作にそれぞれ関係する

能力である17)。これらの項目は日常生活の中での主
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要動作であり，自立した生活を過ごす上で，中高齢

者にとって重要な要因である。したがって，本研究

で実施した運動介入プログラムは，脈波伝搬速度お

よび血圧の改善から脳卒中などの循環器系疾患の予

防と同時に，日常生活の自立に関連した動作能力を

改善する上でも有効であることが示された。

我々が考案した運動プログラムは，自治体の公民

館，コミュニティーセンターなどの室内で実施で

き，なおかつ，グループトレーニングのために一度

に多くの高齢者に対して指導することが可能であ

る。合計24回実施したトレーニングの対象者の平均

出席回数は22.3回と大変高いものであった。これ

は，ラバーチューブ，ダンベル，椅子などを用いた

トレーニングのために単調にならず，また，膝，腰

等に痛みを感じた対象者には座位姿勢で運動量（回

数，セット数）を減らすなどの個人の状況に応じた

運動プログラムを提供したことが原因の一つと考え

られる。さらに，レクリエーションでは四肢を用い

たコーディネーション運動も加えたことで，楽しみ

ながら運動を実施させたことも影響していると考え

られる。12週間という比較的短期間の運動介入では

あったが，収縮期血圧，拡張期血圧および脈波伝搬

速度のみならず，自立機能に関連する生活体力も改

善したことから，EBH に基づいた自治体主体の循

環器疾患の一次予防および介護予防事業として本運

動プログラムを応用できると思われる。今後は運動

形態，頻度，時間，期間などの運動処方の詳細を検

討し，中高齢者向けの運動プログラムを確立する必

要があると考えられる。また，運動プログラムを短

期間ではなく長期間継続し，運動が習慣化できるよ

うに自主クラブの設立，介護予防関係の NPO，総

合型地域スポーツクラブなどによる教室の開催とい

ったソフト面の充実も必要である。この点に関し

て，本研究で対象となった事業では，トレーニング

期間終了後，NPO あるいは総合型地域スポーツク

ラブにて，本プログラムを継続して実施している。

本研究の限界として，運動介入期間が12週間とい

う短期間であったこと，ラバーチューブ，軽量ダン

ベル，椅子を使用したトレーニングであったため

に，個々人の運動強度・相対強度を厳密に設定でき

ないという問題があげられる。また，これまでの身

体活動量，運動習慣，運動教室以外の身体活動量に

ついて客観的な指標で評価していない。したがっ

て，運動介入が動脈機能および生活体力に及ぼした

直接的な要因を明らかにするためには，運動強度，

日頃の身体活動量などを厳格に設定，調査して検討

することは今後の課題である。研究対象者につい

て，本研究では降圧剤の服用，高血圧，喫煙状況を

除外項目としたために，募集受け付け者の49％しか

対象者にならず，解析対象者は正常血圧の女性中高

齢者のみとなった。動脈硬化指標となる血液・生化

学からの検討をしていないために，今後は男性およ

びⅠ度高血圧症，降圧剤を服用している中高齢者に

対しても同様の運動プログラムの効果を，脈波伝搬

速度のみではなく血中脂質レベル，NOx などの測

定を加えて，総合的に検討する必要があると思われ

る。さらに，対照群に対して運動介入期間後に同様

の運動プログラムを実施させたが，その後の動脈機

能，生活体力などの測定を実施していないために，

今後はクロスオーバー研究のスタイルで実施する必

要がある。

Ⅴ 結 語

週 2 回の頻度で12週間実施した本運動プログラム

は，中高齢者の脈波伝搬速度，血圧および生活体力の

指標である起居能力，身辺作業能力を改善した。し

たがって，本プログラムは中高齢者の循環器疾患の

発症に対して予防的な効果と同時に自立機能の低下

を抑制する対策として有用であることが示唆された。

本研究の実施にあたり，徳島大学大学院応用生理学研

究室のスタッフからの協力をいただき，心より御礼申し

上げます。なお，本研究の一部は徳島県徳島市および勝

浦郡上勝町との受託研究で実施された。
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In‰uence of group training on pulse wave velocity in elderly women

Hajime MIURA*, Yoshinori TAKAHASHI2* and Yoshinori KITABATAKE3*

Key words：pulse wave velocity, elderly, functional ˆtness, group training

Purpose The purpose of this study was to identify the in‰uence of our designed group training on pulse
wave velocity in elderly women.

Method Eighty six elderly women were assigned to two groups randomly; an intervention group (69.8±
7.2yrs) and a control group （68.9±7.3yrs). In the intervention group, subjects participated in
90–min group training twice a week for 12 weeks. Our designed training program included recrea-
tional activities, six to eight resistance exercises for circuit training using rubber tubes and light
weight dumbbells, and chair-based aerobic exercise. Systolic (SBP) and diastolic blood pressure
(DBP) and the brachial-to-ankle pulse-wave velocity (baPWV) were obtained in the supine posi-
tion. Functional ˆtness with regard to standing, walking, hand work, and self-care was also meas-
ured.

Results Changes in ratios of SBP, DBP and baPWV between before and after the intervention were －3.3
±8.4％, －4.3±7.8％, and －8.9±5.0％ for the intervention group, and 1.7±7.9％, 0.9±7.7％,
and 0.2±5.4％ for the control group. The diŠerences between the two groups were signiˆcant (P＜
0.01). Change in ratios for standing and self-care also signiˆcantly diŠered (P＜0.05).

Conclusion These results suggested that our designed group training for elderly women improves arterial
function and functional ˆtness.
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